
被災中小企業再建支援事業費補助金審査補助業務委託要領

静岡県（以下「甲」という。）を委託者とし、○○○○○○（以下「乙」という。）を受託

者として、令和○年○月○日付けで締結した被災中小企業再建支援事業費補助金審査補助業

務委託契約については、契約書に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。

第１ 業務目的

本業務は、県が令和７年台風第 15号により被害を受けた小規模事業者及び中小企業者に対

して交付する、被災中小企業再建支援事業費補助金の事務局を設置し、コールセンター業務

を行うとともに、補助金の審査にあたり、申請書類の受付、記載内容の確認等の補助業務を

行うものである。

第２ 業務計画

乙は、本業務の実施に先立ち、業務概要、業務実施方針、業務工程、業務実施体制、業務

担当者等必要事項を記載した委託業務実施計画書（様式第１号）を甲に提出し、承認を受け

るものとする。

第３ 業務に伴う体制整備

本業務のために必要な執務スペース、諸設備の確保等は、原則として乙において行うもの

とする。なお、甲は、必要に応じて乙の体制整備に係る関係機関等との調整を行う。

第４ 業務内容

業務内容は次のとおりとし、詳細については甲乙協議の上決定する。

１ コールセンターの設置、問合せへの対応

ア 実施方法

事務局にコールセンターを設置し、小規模事業者及び中小企業者（以下「申請者」

という。）からの補助制度や書類作成方法等に係る問合せに対応する。

イ 問合せ件数見込

約 1,000 件

ウ 業務実施期間

業務期間：令和８年１月 26 日（月）から令和８年９月 30 日（水）まで

対応時間：午前９時から午後５時まで（土日、祝日除く）

エ その他

・乙は、業務実施期間において申請者からの問合せや申請書類の受付のために執務室

を設置すること。また、申請者からの連絡が可能な電話番号、メールアドレスを設

置し、契約後速やかに甲に報告すること。

（案）



・静岡市内に、県担当部門との連絡担当者を駐在させること。

・申請者からの問合せ内容を営業日毎にとりまとめの上、県へ報告すること。

・申請者からの問合せ内容が、補助制度や書類作成方法等から大きく逸脱している場

合は、甲に速やかに対応を依頼すること。

・申請者からの問合せに対しては、必要に応じて県の支援施策の周知を行うこと。

２ 申請書類の受付（別記１「事務フロー」の○ア）
ア 実施方法

別添資料「被災中小企業再建支援事業費補助金申請手引き」に基づいて、申請者か

ら提出される申請書類を受け付ける。

なお、申請書類の様式は別記２「申請様式」のとおり。申請者からの書類提出は原

則電子申請とするため、乙は、申請書類の受付開始までに電子申請用のシステムを構

築すること。

イ 受付件数見込

約 200 件（１次募集及び２次募集の合計）

ウ 受付期間

下表のとおり。

なお、令和７年 12月 23 日時点の予定であり、今後変更することがある。

３ 申請書類の確認（別記１「事務フロー」の○イ）
ア 実施方法

別添資料「被災中小企業再建支援事業費補助金申請手引き」に基づいて、申請書類

を確認し、交付すべき補助金額を算出する。確認済みの書類は甲へ提出する。

なお、申請書類に不備があった場合は、申請者に対し、追加資料の提出等による修

正を指示すること。

イ 標準処理期間

申請書類の受付日から概ね 14日以内

ウ 業務実施期間

令和８年２月２日（月）から令和８年９月 30日（水）まで

第５ 成果品

成果品は次のとおりとする。

(1) 報告書（Ａ４版） ２部

(2) 申請者からの申請書類 １式

区 分 受付期間

１次募集 令和８年２月２日（月）から令和８年３月 10 日（火）まで

２次募集 令和８年５月８日（金）から令和８年６月 30 日（火）まで



第６ 様式

委託業務に関する書類の様式は、次のとおりとする。

(1) 契約書第 10条の委託業務実施計画書 様式第１号

(2) 契約書第 12条の委託業務実績報告書 様式第２号

第７ その他

乙は、本要領に記載なき事項又は解釈に疑義が生じた場合は、甲と書面にて協議をする。



別記１

被災中小企業再建支援事業費補助金審査補助業務 事務フロー

事業者 県 業務委託先

復旧計画の立案・実行、

資料集め

申請書類を受付

書類を確認

様式チェック→証拠書類

の確認→補助金額を積算

基本的な事項の説明（補

助対象、スケジュール、

書類準備など）

不備､不整合の確認・修正

実績報告書類を受付

確認済み書類を提出

書類を保管、処理完了

処理完了を伝達

申請書類を準備

支払完了、実績報告書の準備

確認済み書類を提出

写し送付

書類を確認

様式チェック→証拠書類

の確認→補助金額を積算

確認、支払

交付決定、事業者へ通知

交付確定、事業者へ通知

○ア

○イ

不備､不整合の確認・修正

請求書の準備

申請書類の提出（電子申請）

実績報告書の提出（電子申請）

請求書の発送（メール）

○ア

○イ



別記２

被災中小企業再建支援事業費補助金 申請様式

※様式は令和７年 12 月 23 日時点のものであり、今後変更することがある。























様式第１号

委 託 業 務 実 施 計 画 書

１ 業務の名称

２ 契約年月日

令和 年 月 日

３ 履行期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

４ 業務概要

５ 業務実施体制

６ 業務担当者

７ 業務工程

８ 業務実施方針

９ 成果品の内容

上記のとおり実施します。

令和 年 月 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

住 所

名 称

代表者

発行責任者 職・氏名

担 当 者 職・氏名

連 絡 先



様式第２号

委 託 業 務 実 績 報 告 書

１ 業務の名称

２ 契約年月日

令和 年 月 日

３ 履行期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

４ 契約金額

金 円（うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額 円）

５ 実施内容

６ 完了年月日

令和 年 月 日

上記のとおり完了したので報告します。

令和 年 月 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

住 所

名 称

代表者

発行責任者 職・氏名

担 当 者 職・氏名

連 絡 先


